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・ 権田金治（科学技術政策研究所）「Perspective of Cross-Regional Science and Technology Collaboration in Asia」





・ Deyong Kong（中国、国家科学技術委員会）「Some Considerations on Cross-Regional S & T Collaboration in Asia」
最近のアジアの経済危機から学ぶべき事（財政システム管理の強化、バブル経済の阻止、健全な経済成長の維持、国際競争力の強化、産
業構造の改善と強化）、
科学技術の地域間協力（Asian Center for Tech-Knowledge for Development (ACKTD)の提唱
・ Hamish Campbell 氏（ニュージーランド科学技術研究省） 「 Wealth from Science : Technology Policy in New Zealand」
New Zealand経済(GDP、貿易等)、
New Zealandの技術改革の環境及びR&D関係予算、
政府主導による技術開発枠組み（TechLink : 海外の最新情報等、技術情報供給ネットワークサービス、Technology for Business Growth:技
術革新プロジェクトに対する資金供給、Graduates in Industry Fellowships: 技術系学生、研究者に対する奨学金支給）
セッション  企業化プロセスの地域での展開







・ K. Thiruchelvam (マレーシア、科学技術環境省)「 Beyond Researching: Enhancing Utility of Public Research Findings」
マレーシアのR&Dレベル、
IRPA (Intensification of Research in Priority Areas)の制度、
研究開発の成果向上のための事前調査（ユーザーニーズの把握、研究の予備調査、プロジェクトの厳格な評価）、
研究組織／研究者／エンドユーザー３者の調整
















・ Nguen Van Hieu（ベトナム、国立科学技術センター長）「 Regional Science and Technology Co-Operation in Asia-Pacific」
地域間協力で注目すべきは各種自然災害の予測と予防面での協力、
衛星による地球環境の監視も大きな成果があり日本（NASDA）の貢献に期待、
アジア地域における科学技術開発協力機関の一例として韓国ソウルに設立されたAPCTP (Asia-Pacific center for Theoretical Physics)、
AAPPS(Association of Asian-Pacific Physics Societies)ではシンクロトロンや超高分子材料研究所等の巨大実験施設の共同利用が議論さ
れ、日本の物理学者の主導の下ACFA(Asia Committee for Future Accelerator)が設立、
アジアの先進各国の主導で発展途上国の科学技術振興に向けた地域研究センター設立支援を期待
・ N. B. Kondrikov（ロシア／ウラジオストク、極東州立大学教授）「 Elaboration Chemical and Electrochemical Technologies for Utilization of Natural




・ S. Collins（米国、ワシントン大学） 「 Analyzing the Spatial Allocation of Industrial Resources」
産業の地理的立地特性（産業立地及び移動現象とその要因、特定産業集中地域の例（日本、米国、ヨーロッパ諸国等）、




・ J. Moersito（インドネシア、技術評価応用庁）「 Management Development Needs for Science Based City at SERPONG」
SBC(Science Based City) "SERPONG"（建設の経緯、歴史、組織、機能）、
PUSPITEK(国立研究所)の規模、組織、研究分野、
SBCの研究管理組織（現状及び将来の計画）
・ N. Almanzor（フィリピン、科学技術省）「 Technology Business Incubator: The Philippines Experience」
フィリピンの科学技術支出（政府機関80％、企業及び高等教育機関が10％ずつ）、
技術開発主体が政府の研究開発センターのため技術の民間への移転が重要、






















































































































































サイエントメトリクスの研究は１９６０年代にSCI(Science Citation Index; 論文の引用関係をデータベースとしたもの)が利用可能になってから飛躍的に発展し
た。当時はde Solla PriceやMertonといった科学史家や科学社会学者がサイエントメトリクスの研究に参入していたが、８０年代には、科学技術論における質
的研究（記述研究）と量的研究との間に溝が発生し、今も続いている。この科学知識を対象とした質的研究と量的研究との架橋については、欧州科学技術
論連合の会誌であるEASST-Reviewにも時に特集が組まれる。このサイエントメトリクスの方法論を概説した書として、「The Challenge of Scientometrics,














































思われますが、先生ご自身はもう少し大きなテーマ：例えばNational System of Innovationの在り方についても、ご検討を予定されていると聞いています。先
生は、教育者としても評価が高く、現に一橋大学商学部の教官としてご自身のお弟子さんを三人残されており、これは一橋大学開学以来初めてのことだと
言われています。このような榊原先生をお迎えすることによって、科学技術政策研究所におけるイノベーション研究がさらに発展することが期待されます。









○ 講演会等／Lectures at NISTEP
3/11 「米国の情報科学技術政策について」
Dr. Yi-Tzuu Chien 全米科学財団情報・ロボット工学・人工システム部ディレクター
3/13 「新しい研究開発体制の自己組織化モデル：科学技術のモード転換と産学官の新しい役割」
Loet Leydesdorff アムステルダム大学 科学技術動態学科 主任講師
3/19 「米国大統領府の行政組織」-国家科学技術の役割を中心にして-
ウイリアム G. ウエルス ジョージワシントン大学 教授
3/23 「オランダの科学技術政策の概観について」
Arie Rip オランダ ツベンテ大学 科学技術社会研究所 教授
3/31 「フラウンフォーファー協会研究所の研究運営について」 
Prof. Dr. Walter Troesch ブラウンフォーファー協会バイオテクノロジ-海面工学研究所
○ 主要来訪者一覧
3/18 Prof. Georghiou マンチェスター大学科学技術政策研究所長
Prof. Grupp ブラウンフォーファー協会システム研究所長
○ 人事往来
３月３１日付けで、後藤第１研究グループ総括主任研究官が任期満了により、一橋大学イノベーション研究センター教授として戻られ、後任には４月１
日付けで、慶應義塾大学から榊原教授が転任されました。
○ 海外出張
2/17-3/1 平澤第２研究グループ総括主任研究官（米国）
3/24-30 藤垣第２研究グループ主任研究官（オランダ、ドイツ）
3/25-31 吉水情報分析課長（ベトナム）
3/25-4/2 柿崎第２研究グループ主任研究官（スイス）
3/29-4/14 舘第１調査研究グループ上席研究官（フランス、ドイツ）
編集後記
新年度に入り、恒例のように所内で人事異動があった。今年度は、特に３年以上勤務された方の人事異動が多く、皆さんのこれまでの労をねぎらうととも
に、研究所としても、長期間勤められた方のノウハウを受け継ぎ、いかにスムーズに引き継いでもらうかが課題となっている。これに応える試みとして、研究
所として新人研修会を行うことになった。今年は、特に１０周年の年であり、１０周年記念事業、研究評価などの行事も目白押しであり、新しく入られた方々が
16
スムーズなスタートを切られることを切に願うばかりである。 政策研ニュース編集委員会もメンバーが替わり、４月から新たな編集体制で臨むことになる。新
たな編集委員会のもと、誌面の充実を図っていきたいと思う。（Ｔ）
トップへ
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